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１.前回指摘事項について

項目 発言者 内容 回答

対策
検討

古関委員 適用地震波をどうするか

液状化判定については「東日本大震災に
よる液状化被災市街地の復興に向けた
検討・調査について（ガイダンス（案））
H24.4 国土交通省都市局」に準じ、地
震動はタイプ1：200gal,M7.5（中規模地
震による中程度のゆれ）、タイプ2 ：
200gal,M9.0（巨大地震による中程度の
ゆれ）、タイプ3：350gal,M7.5（直下型地
震による大きなゆれ）、既往最大の地震
での評価とする
また、今年度、埼玉県地震被害想定調
査検討委員会において埼玉県の地震
被害想定に用いる想定地震の見直しを
行っており、これらの情報を踏まえながら、
次回委員会にて整理予定。



１.前回指摘事項について

項目 発言者 内容 回答

対策
検討

坂本議長
液状化対策工法は地下
水低下工法が一般的な
のか？

液状化に有効な対策工法については今
回資料にて提示

坂本議長
佐久間委員
松下委員

建築年度はいつ頃か？
基礎に鉄筋が入っている
か？
事前に対策を行っていた
家屋と被害状況をまとめ
てほしい

アンケート項目に記載したので、集計後、
地区ごとに整理する

（次回報告予定）



１.前回指摘事項について

項目 発言者 内容 回答

地質調査

古関委員 As層は海成か河成か？
現時点では不明であり、引き続き調査、
確認を継続する

若松委員

As層に軽石や雲母が含ま
れていなかったか？ （Bs
には含まれていると考え
る）

Bs層には軽石、雲母片が確認されたが、
As層には認められていない

（次回報告予定）

古関委員

As層が液状化したかどう
か化学分析や粒子形状
の分析で砂の区別ができ
ないか？

目視観察では、両者は概ね同じ粒子形
状であるが、Asの方がわずかに
・細粒分が多い
・混入物（不純物）が少ない

（顕微鏡観察し、次回報告予定）
若松委員

ボーリングのサンプルを顕
微鏡で確認することで、
砂の特徴を見ることがで
きないか？



１.前回指摘事項について

項目 発言者 内容 回答

地質調査

古関委員

地下水観測井における
簡易揚水試験（ボーリン
グ孔からの揚水による
観測井戸の水位変動を
確認する）

・揚水による周辺宅地への影響度が不明
・比較的対象層Bsが厚い12丁目では、宅
地直近でのボーリング実施など現場制約
条件が厳しい（結果的に、1.45mの層厚
を確認したが、地下埋設物により、Bsを
対象とした調査は不可能であった）
・不圧帯水層が対象となるため、影響圏半
径（影響が及ばない範囲）が数メートル～
5m程度と小さく（下表参照）、近隣観測
地点（離隔100～200m）に及ばないこと
が想定された

古関委員

地盤沈下計測データお
よび地下水位計測デー
タを追加で調査して整
理

被圧地下水の観測結果（埼玉県調査結
果）から、平成3年頃より数メートル程度上
昇している。ただし、今回の観測対象であ
る不圧地下水については不明である

（出典）地盤工学会編：根切り工事と地下水，1994．



２.対策工選定までの流れ（案）



国土交通省が示す復興に向けた液状化対策の選択肢

２.対策工選定までの流れ（案）

・宅地内の家屋傾斜修正

のみでは液状化対策事

業とならない

・敷地共同化、移転は選

択肢として挙げられて

いるが、被害が局所的

な南栗橋地域には適さ

ないものと考えられる

東日本大震災による液状化被災市街地の復興に向けた検討・調査について

（ガイダンス（案））H24.4 国土交通省都市局

・宅地内の液状化対策を

主体に整理し、家屋傾

斜修正は補足的な検討

とする

所有者が負担
公共施設との一体整備
に対して国が補助



国土交通省が示す復興に向けた液状化対策の選択肢

２.対策工選定までの流れ（案）

液状化対策推進事業について H23.11 国土交通省都市局



住民負担と公費負担の区分

２.対策工選定までの流れ（案）

官地部は公費に

より整備

民地部は土地所

有者負担により

整備



住民負担と公費負担の区分

２.対策工選定までの流れ（案）

官地部の公共施設

を守るために行う

民地部の対策は公

費により整備

例）

官地部の地盤改良

が民地部を占有す

る場合



住民負担と公費負担の区分

２.対策工選定までの流れ（案）

官地部の公共施設

を守るために行う

民地部の対策は公

費により整備

例）

官地部の液状化対

策の梁材として民

地部の改良を見込

む場合



住民負担と公費負担の区分

２.対策工選定までの流れ（案）

民地部は将来建替え時に必ず液状化対策を行うという確約を取れば今回

事業で官地部のみの対策でも施工可能

→建替え時の個別施工となるため、工事費のスケールメリットは減少

官地部のみ先行整備 各住戸建替えに対策実施



フロー図

２.対策工選定までの流れ（案）

南栗橋地区の特徴把握 ・土地利用状況の整理

・地質状況の整理

・液状化対策にあたっての留意点

液状化に有効な対策工法整理

液状化対策の動向

詳細検討すべき工法の抽出

・土地利用による施工可能区分（更地・宅地）

・一次選定（案）、二次選定（案）

第３回検討委員会



２.対策工選定までの流れ（案）

アンケート集計報告 ・液状化対策実施家屋、工法の整理

・地区別の住民意識整理 等

地質調査結果報告

液状化判定、工法検討における対象地震動設定

液状化対策抽出工法の詳細検討方法確認

・ボーリング、サウンディング試験結果

・観測井動向

・土質定数設定値の確認

第４回検討委員会（10月末予定）

・比較項目の整理

・構造検討手法 等

・埼玉県地震被害想定調査検討委員会

状況報告



フロー図

２.対策工選定までの流れ（案）

・アンケート結果による対策範囲等の精査

・第３，４回委員会意見の反映

・概略構造検討

・モデル地区における概算工事費、施工状況図

・地区別の工法比較

再液状化対策工法の詳細検討結果

住民に提示する工法（案）の選定

第５回検討委員会（11月末予定）

第６回検討委員会（12月23日）

中間報告会（地元説明会）



３.南栗橋地区の特徴把握



対象地域範囲図

３.南栗橋地区の特徴把握

10丁目

9丁目

8丁目

3丁目

4丁目

7丁目

6丁目

5丁目

12丁目

11丁目

：液状化箇所

本検討の対象地域は、豊田

区画整理事業地のうちの東武

日光線西側とする（ 部）



南栗橋地区の地域特性のまとめと留意点

３.南栗橋地区の特徴把握

・豊田土地区画整理事業により碁盤上に家が立ち並んでいる地区が多い

・住居専用地域が多い

・更地が点在している

・家屋沿いに電柱（一部送電線）が建ち並んでいる

・街路幅員は6ｍ程度、家屋間の離隔は1ｍ～3ｍ程度である

・液状化層が薄く（GL-4｡00m程度）、地下水位は高い（GL-0.65～1.50m）

・地表面沈下が計測されており、地下水位に留意が必要

・まとまった区画での対策が可能である（1戸あたりの負担減）

・施工中の騒音・振動などの環境面での配慮が必要

・更地については対策工施工時のプラントヤードに利用可能

・施工機械の上空制限に留意する必要がある（要電柱の電線切回し）

・街路部施工、宅内施工スペースに合わせた小型施工機械が必要である

・対策層厚は薄く、割高ではあるが総工事費は少ない

・地下水位低下を図る場合は家屋傾斜に留意する必要がある



用途地域図

３.南栗橋地区の特徴把握

工事における騒音・振動に対

する環境基準値は

騒音85db以下

振動75db以下

10丁目

9丁目

8丁目

3丁目

4丁目

7丁目

6丁目

5丁目

12丁目

11丁目
：液状化箇所



土地利用の変遷

３.南栗橋地区の特徴把握

明治初期から中期頃は水田と

して利用

「葦」の記載が見られ水が豊

富な土地と考えられる

歴史的農業環境閲覧システム（2万分の1迅速測図）

明治初期から中期 ※最大150ｍ程度の誤差を含む

10丁目

9丁目

8丁目

3丁目

4丁目

7丁目

6丁目

5丁目

12丁目

11丁目

：液状化箇所

水路



土地利用の変遷

３.南栗橋地区の特徴把握

昭和20年代も水田として利用

されている

造成前の土地利用状況と液状

化発生箇所との相関は見られ

ない

国土変遷アーカイブ 空中写真閲覧（1：16200）1947年

10丁目

9丁目

8丁目

3丁目

4丁目

7丁目

6丁目

5丁目

12丁目

11丁目

：液状化箇所
写真

12丁目付近造成前状況

水路

水路



土地利用の変遷

３.南栗橋地区の特徴把握

・豊田土地区画整理事業によ
り碁盤上に家が建ち並ん
でいる

・区画整理により水路位置が
一部変化している

・更地が点在している。

・家屋沿いに電柱が建ち並ん
でいる(送電線あり)

・街路幅員は6ｍ程度

・家屋の離隔は1ｍ～3ｍ程度

・1区画60坪程度が多い

・震災後の地価は隣駅の栗橋
に比べ5％程度下落率が大
きくなっている

Google Map

：液状化箇所

10丁目

9丁目

8丁目

3丁目

4丁目

7丁目

6丁目

5丁目

12丁目

11丁目

調整池

水路

水路

送電線

送電線



土地利用の変遷

３.南栗橋地区の特徴把握

：液状化箇所

10丁目

9丁目

8丁目

3丁目

4丁目

7丁目

6丁目

5丁目

12丁目

11丁目

・建蔽率は近隣商業地域のみ
80%、その他は60%

・最小で150m2の平地となる



造成盛土状況図

３.南栗橋地区の特徴把握

造成は権現堂調整池浚渫土砂

と建設残土により行われ、液

状化は浚渫土砂造成部で発生

10丁目

9丁目

8丁目

3丁目

4丁目

7丁目

6丁目

5丁目

12丁目

11丁目

：液状化箇所

排砂管

排砂管

囲繞堤

囲繞堤写真



地質状況（液状化層分布状況）

３.南栗橋地区の特徴把握

10丁目

9丁目

8丁目

3丁目

4丁目

7丁目

6丁目

5丁目

12丁目

11丁目

：液状化箇所

・厚さ0.4～3.0ｍ程度の液状

化層（Bs層）が分布

・液状化の被害が確認されて

いるところの液状化層厚は

1.6～3.0ｍ

・地盤は北から南に向けて若

干低くなっている

・地下水位はGL-0.65～1.5ｍ
G:TP9.12
S:TP6.27
T=0.90
W:TP7.62
GLｰ1.50

G:地盤高
S:液状化層天端高
T=液状化層厚
W:地下水位
(GL-)

G:TP9.39
S:TP8.49
T=1.95
W:TP8.49
GLｰ0.90

G:TP9.17
S:TP8.27
T=2.80
W:TP8.47
GLｰ0.70

G:TP9.12
S:TP8.17
T=2.35
W:TP8.42
GLｰ0.70

G:TP9.30
S:TP8.35
T=2.75
W:TP8.35
GLｰ0.95

G:TP9.01
S:TP7.76
T=2.15
W:TP7.76
GLｰ1.25

G:TP8.97
S:TP7.87
T=2.60
W:TP8.32
GLｰ0.65

G:TP8.93
S:TP8.03
T=3.00
W:TP8.03
GLｰ0.90

G:TP9.01
S:TP8.01
T=1.60
W:TP8.01
GLｰ1.00

G:TP8.95
S:TP8.05
T=2.30
W:TP8.05
GLｰ0.90

G:TP8.95
S:TP7.55
T=2.30
W:TP7.55
GLｰ1.40

G:TP9.77
S:TP8.57
T=0.40
W:TP8.57
GL-1.20

G:TP9.46
S:TP8.16
T=0.65
W:TP8.71
GL-0.75

G:TP8.96
S:TP8.06    
T=0.50  
W:TP8.06
GLｰ0.90

4B-1

3B-1

9B-1
10B-1

11B-1

12B-1
12B-2
12B-3

12B-4

7B-1

6B-1 5B-1
B-1

8B-1



地質状況（液状化層分布状況）

３.南栗橋地区の特徴把握

F

Bs

Ac

Aｓ

Ac

Bs層下端TP+5.25～8.17

Bs層上端TP+6.27～8.57

地盤高TP+8.93～9.77

地下水位TP+7.55～8.71



３.南栗橋地区の特徴把握

10丁目

9丁目

8丁目

7丁目

6丁目

5丁目

12丁目

11丁目

囲繞堤は施工時の詳細図面が

ないため、位置が想定である

が、ボーリング結果との照ら

し合わせにより、粘性土で築

造され、液状化が発生しにく

いものと考えられる

地質状況（囲繞堤と液状化）

対策を間引くほどの精度が確

保できていない

：液状化箇所

：囲繞堤（幅は5mと想定）

囲繞堤とボーリングの関連が見受けられるところ
（12-Sｰ10～14）

12-S-10

12-S-14

6-S-1
6-S-4

囲繞堤とボーリングの関連が確認できないところ
（6-Sｰ1、4 8-S-1、8B-1）

囲繞堤？

縦断的に囲繞堤とラップ

囲繞堤が地表面までない理由として
施工時に壊しているとの情報もある

8-S-1

8B-1

囲繞堤？

縦断的に囲繞堤とラップ

囲繞堤？

囲繞堤を横断



３.南栗橋地区の特徴把握

震災前後ともに粒度分布の勾

配が急であり、液状化による

大きな性状変化は生じていな

いものと考えられる

地質状況（震災前後の粒度分布変化）

同様な規模の地震時は再液状

化の可能性が高い

：液状化箇所

：S63浚渫土砂土質試験

12丁目

11丁目

No.3

12B-1

No.4

11B-1

No.3（震災前） No.4（震災前） 11B-1（震災後） 12B-1（震災後）

No.3

Fc3.8%

No.4

Fc3.4%

11B-1(2m)

Fc1.4%

12B-1(1m)

Fc7.4%



３.南栗橋地区の特徴把握

：液状化箇所

H23ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ H24ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ

Bs層のFL値は5B-1、9B-1を除

き1以下。

東日本大震災相当の3におい

ても9B-1以外は1以下となり、

ほぼ全域で液状化している結

果となる。

地質状況（液状化判定：Bs層FL値）

10丁目

9丁目

8丁目

3丁目

4丁目

7丁目

6丁目

5丁目

12丁目

11丁目

1:0.56
2:0.32
3:0.45

Bs層における最小値
1:M7.5-200gal FL値
2:M7.5-350gal FL値
3:M9.0-202gal FL値

M9.0-200galは3と同
等程度であるため算出
しない

1:0.86
2:0.49
3:0.69

1:0.36 
2:0.21
3:0.29

1:1.11 
2:0.64
3:0.90

1:0.27 
2:0.15
3:0.22

1:0.65 
2:0.37
3:0.52

1:0.80
2:0.45
3:0.64

1:1.70     
2:0.97
3:1.36

1:0.76
2:0.43
3:0.61

1:0.38
2:0.21
3:0.30

1:0.76
2:0.43
3:0.61

1:0.65
2:0.37
3:0.53 1:0.37

2:0.21
3:0.30

1:0.93
2:0.53
3:0.75

3B-2

1:-
2:-
3:-

1:0.84
2:0.48
3:0.68

8B-2

11B-2

1:1.12 
2:0.64
3:0.90

4B-1

3B-1

9B-1
10B-1

11B-1

12B-1
12B-2
12B-3

12B-4

7B-1

6B-1 5B-1
B-1

8B-1



0

1

2

3

4

5

0 1 2 3 4 5 6 7

11B-1
8B-16B-1

12B-1

7B-1
12B-3 12B-4

10B-14B-1
12B-2

11B-28B-2
5B-1

9B-1 3B-1

B-1

影響有 影響無 影響有 影響無

非液状化層の厚さH1（ｍ）

液
状
化
層
の
厚
さ
H
2
（
ｍ
）

３.南栗橋地区の特徴把握

：液状化箇所

非液状化層厚H1と液状化層厚

H2の関係を反映させると東日

本大震災の状況と計算結果3

が一致する

地質状況（液状化判定Bs層：H1-H2の関係）

10丁目

9丁目

8丁目

3丁目

4丁目

7丁目

6丁目

5丁目

12丁目

11丁目

1:影響なし
2:影響なし
3:影響なし

中地震:200gal程度→1、3
大地震:350gal程度→2

1:影響なし
2:影響なし
3:影響なし

1:0.36 
2:0.21
3:0.29

1:影響なし
2:影響なし
3:影響なし

1:0.27 
2:0.15
3:0.22

1:0.65 
2:0.37
3:0.52

1:0.80
2:0.45
3:0.64

1:影響なし
2:影響なし
3:影響なし

1:0.76
2:0.43
3:0.61

1:0.38
2:0.21
3:0.30

1:0.76
2:0.43
3:0.61

1:0.65
2:0.37
3:0.53 1:0.37

2:0.21
3:0.30

1:0.93
2:0.53
3:0.75

3B-2

1:-
2:-
3:-

1:影響なし
2:0.48
3:影響なし

8B-2

11B-2

1:影響なし
2:0.64
3:影響なし

中地震

大地震

4B-1

3B-1

9B-1
10B-1

11B-1

12B-1
12B-2
12B-3

12B-4

7B-1

6B-1 5B-1
B-1

8B-1



３.南栗橋地区の特徴把握

：液状化箇所

12丁目では想定沈下量も大き

く実際の家屋被害も生じてい

るが、10丁目は想定沈下量は

小さいが家屋へ影響が生じて

いる。

地質状況（液状化判定：液状化による想定沈下量Dcy）

10丁目

9丁目

8丁目

3丁目

4丁目

7丁目

6丁目

5丁目

12丁目

11丁目

1:8cm 
2:9cm  
3:8cm

1:3cm 
2:6cm  
3:4cm

1:8cm 
2:9cm
3:8cm

1:0cm 
2:2cm  
3:1cm

1:8cm 
2:9cm
3:8cm

1:7cm 
2:7cm
3:7cm

1:5cm
2:8cm
3:7cm

1:0cm   
2:1cm     
3:0cm

1:1cm
2:2cm
3:2cm

1:9cm
2:10cm
3:10cm

1:3cm
2:4cm
3:4cm

1:3cm
2:5cm
3:4cm 1:16cm

2:18cm
3:17cm

1:4cm
2:7cm
3:5cm

3B-2

1:5cm     
2:6cm     
3:6cm

1:9cm 
2:15cm
3:12cm

8B-2

11B-2

1:2cm 
2:4cm
3:3cm

4B-1

3B-1

9B-1
10B-1

11B-1

12B-1
12B-2
12B-3

12B-4

7B-1

6B-1 5B-1
B-1

8B-1

1:M7.5-200gal 沈下量（cm）
2:M7.5-350gal 沈下量（cm）
3:M9.0-202gal 沈下量（cm）



震災前後による基準点変位

３.南栗橋地区の特徴把握

3丁目

4丁目

：液状化箇所

B:震災前基準点高
A:震災後基準点高
ｈ=標高差（m）
H’=想定沈下量（m）
[想定液状化箇所のみ記載]

B:TP8.646
A:TP8.292
ｈ=0.354

№306

B:TP9.311
A:TP8.962
ｈ=0.349

№204
B:TP9.274
A:TP8.915
ｈ=0.359 №311 B:TP24.194

A:TP24.021
ｈ=0.173

№9B:TP9.449
A:TP9.113
ｈ=0.336 №314

B:TP9.677
A:TP9.349
ｈ=0.328

№319

B:TP9.296
A:TP8.963
ｈ=0.333

№322

B:TP9.339
A:TP9.081
ｈ=0.258№316

B:TP9.630
A:TP9.316
ｈ=0.314

№206

B:TP9.518
A:TP9.198
ｈ=0.320

№325

B:TP9.462
A:TP9.121
ｈ=0.341

№328

B:TP9.350
A:TP9.013
ｈ=0.337

№207

B:TP7.881
A:TP7.563
ｈ=0.318

№333

B:TP9.005
A:TP8.458
ｈ=0.547

№332

B:TP9.397
A:TP9.149
ｈ=0.248

№327

B:TP9.792
A:TP9.570
ｈ=0.222

№326

B:TP8.862
A:TP8.571
ｈ=0.291

№323

B:TP9.250
A:TP8.881
ｈ=0.369

№329

B:TP9.690
A:TP9.467
ｈ=0.223

№208

B:TP9.477
A:TP9.225
ｈ=0.252

№334

B:TP9.341
A:TP9.122
ｈ=0.219

№331

B:TP10.051
A:TP9.786 
ｈ=0.265

№320

B:TP9.376
A:TP8.885
ｈ=0.491

№205

B:TP9.260
A:TP8.694
ｈ=0.566

№321

B:TP9.243
A:TP8.762
ｈ=0.481

№324

B:TP9.831
A:TP9.541
ｈ=0.290

№315

B:TP9.448
A:TP9.175
ｈ=0.273

№304

震災後の基準点変位をみると

12丁目周辺は20cm程度であり、

7、10丁目付近が50cm程度と

大きい

ただし、変位の大きい基準点

と直近の家屋の被害に相関は

見られない。

H’=0.10

H’=0.089B-1

H’=0.04
H’=0.04 H’=0.17

H’=0.05
H’=0.07

H’=0.08

H’=0.07

H=‘0.02 家屋の構造等を整理して再検

証が必要



栗橋町内精密水準測量結果一覧（単位mm）

基標番号
調査
開始

H23年末
までの
変動量

s60 s61 s62 s63 H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H14-H23

2023 小右衛門５１７－３ 真光寺境内 s49 -1029 -32 -12 -22 -10 -6 -9 -14 -13 -10 0 -17 -4 -5 -14 2 0 -16 -49 -113

2024 小右衛門 香取八幡宮境内 s49 -1034 -48 -40 -42 -45 -37 -30 -33 -38 -24 -39 -20 -30 -17 -13 -12 -17 -15 -14 -2 -21 -5 -7 -16 0 -1 -18 -52 -136

2524 高柳１８７９－１ 坂橋忠二郎宅前 s50 -1129 -37 -17 -27 -12 -7 -11 -13 -10 -12 -3 -1 -7 -13 1 -3 -

2025 栗橋３４０９ 八坂神社境内 s50 -1369 -41 -22 -31 -18 -16 -11 -19 -14 -19 -2 -21 -7 -9 -18 -1 -3 -18 -53 -151

55-28 狐塚５８２ 氷川神社境内 s56 -774 -38 -16 -30 -15 -6 -11 -18 -11 -13 -2 -18 -4 -7 -14 2 -1 -16 -44 -117

55-29 河原代６８２ 香取神社境内 H11 -146 -35 -14 -30 -11 -15 -11 -10 -2 -16 -5 -6 -15 4 0 -15 -44 -109

55-30 間鎌２５１－１ 役場敷地内 s62 -628 -39 -22 -40 -23 -13 -15 -15 -16 -12 -5 -21 -6 -8 -17 1 -3 -16 -50 -137

56-31 中里４０５ 栗橋南小学校 H11 -143 -19 -18 -12 -15 -19 -15 -12 -4 -18 -7 -7 -16 1 -1 -

56-32 高柳２０４ 八幡神社境内 s62 -479 -34 -16 -26 -12 -6 -9 -13 -11 -9 -2 -17 -4 -5 -17 3 0 -13 -49 -113

58-02 小右衛門３０２－８６栗橋地下水観測所内 s59 -796 -42 -22 -32 -19 -15 -12 -18 -15 -17 -2 -23 -18 -11 -20 -3 -4 -19 -57 -174

所在地

圧密沈下と地下水位状況

３.南栗橋地区の特徴把握

地表面沈下の年変動は

縮小傾向にあったが

H22年では沈下量が増

えている（H23は震災

の影響も含まれる）

造成当初の道路ライン

-700

-600

-500

-400

-300

-200

-100

0
s60 s61 s62 s63 H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10H11 H12H13H14H15 H16H17H18H19 H20H21H22H23

年変動量

変動累計（S60→H23）

[mm]

基標番号2024

経年変化データ



圧密沈下と地下水位状況

３.南栗橋地区の特徴把握

ｰ14.46

ｰ13.83

ｰ13.75

県における栗橋地区の

地下水位観測データは

TP-13m程度にあり地下

水位は上昇傾向を示す

栗橋井

ｰ12.49



圧密沈下と地下水位状況

３.南栗橋地区の特徴把握

・震災直後には水位が下がったがその後は前年と同様の軌跡を示す

・震災後の地下水位は、前年に比べ上昇傾向を示す（年間雨量も影響？）

・月別変動の状況は震災前後で概ね同様の傾向を示す（5～6月上昇）

H22地下水位月別変動データ H23地下水位月別変動データ

年間降水量1328mm （気象庁久喜観測所データ） 年間降水量1460mm （気象庁久喜観測所データ）
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降水量

地下水位高[TP（ｍ）] 降水量[mm]

圧密沈下と地下水位状況

３.南栗橋地区の特徴把握

・Bs層の地下水位は過去8年にわたって変化がない

・月別変動も平成19年以降は一時期を除いてTP+8.6ｍ程度で変化がない

・表層部の地下水位と圧密沈下の関連は確認できない

国土交通省水文水質データベース （栗橋（浅）データ・現栗橋南小学校[南栗橋三丁目]）

F

Ac

Aｓ
Ac

Aｓ

Ac
Aｓ

Ac

Bs
H23調査時地下水位
TP+8.57（5月）

TP+8.62TP+8.69

TP+8.38
TP+8.60

年間
1183mm

年間
1375mm

年間
1164mm

年間
1298mm



地表面沈下量（H14～H23）

３.南栗橋地区の特徴把握

2524：61mm(H21まで)

2025:151mm

55ｰ29：109mm

55-30：137mm

56ｰ31：98mm(H21まで)

56ｰ32：113mm

2023：113mm

2024：136mm

58-02：174mm

55ｰ28：117mm

（栗橋井）

栗橋全域で10年間で60

～170mmの地表面沈下

が計測されている

現栗橋南小学校



３.南栗橋地区の特徴把握

：液状化箇所

H1-H2の関係図を考慮すると、

1ｍ程度の地下水位低下でBs

層の液状化を抑止できる

地下水位低下による想定圧密沈下量

10丁目

9丁目

8丁目

3丁目

4丁目

7丁目

6丁目

5丁目

12丁目

11丁目

3B-2

1:16cm     
2:32cm     
3:48cm

1:13cm 
2:26cm 
3:38cm

8B-2

11B-2

1:15cm 
2:30cm  
3:43cm

4B-1

3B-1

9B-1
10B-1

11B-1

12B-1
12B-2
12B-3

12B-4

7B-1

6B-1 5B-1
B-1

8B-1

H24圧密試験結果（e-logp曲線）を
反映させた想定沈下量

1:水位低下1m時 圧密沈下量（cm）
2:水位低下2m時 圧密沈下量（cm）
3:水位低下3m時 圧密沈下量（cm）

15cm程度の圧密沈下の可能性

がある

0

1

2

3

4

5

0 1 2 3 4 5 6 7

11B-2
8B-2

影響有 影響無 影響有 影響無

非液状化層の厚さH1（ｍ）

液
状
化
層
の
厚
さ
H
2
（
ｍ
）

3B-2はBs層がないため除外



東日本大震災における地震波の特徴

３.南栗橋地区の特徴把握
東北地方太平洋沖地震による関東地方の地盤液状化現象の実態解明報告書 H23.8

国土交通省・（社）地盤工学会

最大加速度はEW波202gal

50gal以上の強震継続時間は80秒程度

K-NET久喜データ



地震動と被害の関係

３.南栗橋地区の特徴把握

東北地方太平洋沖地震による関東地方の地盤液状化現象の実態解明報告書 H23.8

国土交通省・（社）地盤工学会

・最大加速度が400gal程度

までは最大加速度が増加

するにつれて継続時間も

増加する傾向

・被害程度が大きい箇所は

最大加速度150～800gal、

継続時間は40～130秒付近

にばらついており、地震

動以外の地盤条件、地形

条件の要因が影響してい

るものと考えられる



地質調査の進捗状況

項目 進捗状況

現地調査
・機械ボーリング
・サウンディング（ピエゾドライブコーン）
・地下水観測井設置

作業期間：8月20日～9月14日
（全て完了）

地下水位観測 9月7日より計測開始、今後定期観測

室内土質試験 試験中
※圧密試験対象の粘性土の一部は終了

・詳細は次回検討会で報告するが，速報として，地盤の透水性（現場透水
試験結果）ならびに圧密試験結果を示すほか，別添資料にてボーリング
柱状図，サウンディング結果，地質断面図を示す。

・前回委員会での指摘事項

３.南栗橋地区の特徴把握



調査目的：
南栗橋地区の液状化に関する広域的地盤特性の把握

• 広域的地盤特性の把握

• 地下水位の把握

• 液状化する可能性のある表層土層分布の追加把握
建物被害に直結する表層液状化層（Bs層）の把握

対象地区内の調査空白域のサウンディング

地表面標高・深度（G.L.-(m)）の把握

対象地区内の縦横の地下水位観測井戸の設置と観測

造成盛土による下部沖積粘性土層（Ac層）の圧密沈下量の把握

対象地区の縦横の土質断面線の交差位置でのボーリング

３.南栗橋地区の特徴把握



調査内容：
■①ボーリング，②地下水位観測，③サウンディング

• 地盤調査
①沖積砂質土，粘性土の層厚分布の把握

②地下水位観測分布状況の把握

③表層液状化層の分布と液状化特性の把握

ボーリング 4か所（L=40m程度）

室内土質試験 1式（物理試験，圧密試験）

現場透水試験 2か所（予定，Bs層を対象）

ボーリング 16か所（L=5m程度）

観測孔，水位計の設置，通年（1年間）自動観測

サウンディング（PDC） 11か所

３.南栗橋地区の特徴把握



調査地点位置

※赤字が今回調査箇所



調査数量

※赤字が今回調査箇所

機械ボーリング 試料採取 力学試験 備考
φ86 φ66

粘性土 砂質土 礫質土 粘性土 砂質土 礫質土
3丁目 3B-2 1.00 16.80 2.50 0.70 7.90 4.70 2.80 36.40 22 9 3 34 1 2 14 14 14 14 2 2

8B-2 1.00 15.80 8.20 0.00 7.00 2.50 5.90 40.40 21 11 6 38 0 0 25 25 25 25 2 2
B-2-2 1.00 6.50 1.80 0.00 0.00 0.00 0.00 9.30 0 0 0 0 2 1 1 1 1 1 1 1

11丁目 11B-2 1.00 16.90 1.80 1.30 6.40 5.20 4.90 37.50 21 7 5 33 1 3 17 17 17 17 3 3
12丁目 12B-5 2.00 18.10 0.90 0.00 14.40 4.10 4.50 44.00 30 5 5 40 3 0 17 17 17 17 3 3

6.00 74.10 15.20 2.00 35.70 16.50 18.10 167.60 94 32 19 145 7 6 74 74 74 74 11 11
（注）数値は暫定

液性・塑性 湿潤密度 圧密
地区 地点 試掘

標準貫入試験

計 粒度
土粒子
密度

現場
透水

8丁目

計

物理試験

シン
ウォール

含水粘性土 砂質土 礫質土 計

機械ボーリング

φ86

4丁目 4W-1 4.00
5丁目 5W-1 3.00
6丁目 6W-1 5.00
7丁目 7W-1 4.00
8丁目 8W-1 4.00
10丁目 10W-1 3.00

10W-2 4.00
11丁目 11W-1 5.00

11W-2 3.00
12丁目 12W-1 2.00

12W-2 6.00
12W-3 3.00
12W-4 3.00
12W-5 4.00
12W-6 5.00
12W-7 4.00

62.00

地区 地点

計

サウンディング

PDC

3丁目 3S-1 5.00
3S-2 5.00

4丁目 4S-5 7.00
6丁目 6S-5 6.00
7丁目 9S-1 5.00
10丁目 10S-5 5.00
11丁目 11S-4 5.00

11S-5 5.00
11S-6 5.00

12丁目 12S-19 7.60
12S-20 7.60

63.20計

地区 地点

調査ボーリング

観測井設置 サウンディング（PDC）



地質断面図の作成例（速報）



地盤の透水性

圧密試験結果

No. 対象 深度GL m 中心深度
透水係数 k

(cm/s)
平衡水位

GL  m 参考（自然水位）

3B-2 As 12.5～13.0 12.75 3.77×10-4 -1.40 GL-1.7m

8B-2
Bs 1.4～1.9 1.65 1.35×10-3 -0.98

GL-1.0m
As 9.3～9.8 9.55 4.31×10-4 -2.37

11B-2 Bs 2.0～2.5 2.25 2.74×10-3 -0.80 GL-0.8m

試料 深度
土被り圧

s'v0 (kN/m2)
圧密降伏応力
pc (kN/m2)

過圧密比
OCR

3B2-T1 GL-6.5m 53 76 1.4
3B2-T2 GL-21.5m 144 157 1.1
8B2-T1 GL-4.5m 37 83 2.3
8B2-T2 GL-17.5m 123 167 1.4
8B2-T3 GL-25.5m 169 278 1.6
11B2-T1 GL-8.5m 59 135 2.3
11B2-T2 GL-15.5m 90 133 1.5
11B2-T3 GL-21.5m 114 157 1.4
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・過圧密比で1.1～1.6程度であり、概ね正規圧密地盤とみなせる

・圧密係数cvは300～3,000 cm2/d程度（過圧密領域），30～500 cm2/d程度
（正規圧密領域）



４.液状化に有効な対策工法整理



液
状
化
対
策
工
法

サンドコンパクションパイル工法 動的締固め
静的締固め

振動棒工法
重錘落下締固め工法
バイブロフローテーション工法
圧入締固め工法（コンパクショングラウチング工法等）
バイブロタンパー工法
転圧工法
発破工法
群杭工法
生石灰杭工法
プレローディング工法

深層混合処理工法
表層安定処理工法
薬液注入工法
事前混合処理工法
高圧噴射攪拌工法

置換工法

ディープウェル工法
排水溝工法

不飽和化工法

グラベルドレーン工法

周辺巻立てドレーン工法
排水機能付き鋼材

連続地中壁
シートパイル締切工法

杭基礎

密度増大工法

固結工法

置換工法

地下水位低下工法

空気注入工法

間隙水圧消散工法

せん断変形抑制工法

堅固な地盤による支持

密度の増大

固結

粒度の改良

飽和度低下

間隙水圧抑制・消散

せん断変形抑制・
過剰間隙水圧遮断

構造的対策

地中に締固められた砂杭を形成、粘性土地盤にも適用可
振動・騒音を大幅に低減し、市街地での砂杭造成が可能
ﾛｯﾄﾞの振動圧入による直接的な締固め、良質な補強土不要
重錘の自由落下による衝撃力で締固め、浅層改良向き
先端にﾊﾞｲﾌﾞﾚｰﾀを内蔵した鋼管で締固め、振動・騒音比較的少
球根状の固結体を連続的に造成し、周辺地盤を圧縮強化する
強力な振動ﾀﾝﾊﾟによる締固め、表層改良向き
20～30ｃｍのまき出し層ごとに転圧、盛土地盤向き
ﾀﾞｲﾅﾏｲﾄ等を爆発、その衝撃力で密度増。振動・騒音非常に大
杭打設による締固め効果せん断変形抑制効果、沈下抑制も
生石灰の吸水脱水＋硬化＋膨張による、粉塵と発熱に注意
盛土等により上載圧を作用させ、地盤を過圧密状態にして強化

固化材と現地盤を攪拌混合、改良部は堅固だが、施工費は高い
固化材と表層地盤を攪拌混合、囲込・ｷｬｯﾋﾟﾝｸﾞ効果を創出
ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ孔を利用しｸﾞﾗｳﾄ等を注入、既設近傍での機動性が高い
埋立土に固化材を事前添架して運搬・搬入、新規埋立のみ可
ｳｫｰﾀｰｼﾞｪｯﾄで地盤切削と固化材の混合攪拌を行い固結体造成

液状化しにくい材料（砕石等）で置換、もしくは固化造粒等の改質

止水壁で囲み、ﾃﾞｨｰﾌﾟｳｪﾙ等で地下水位低下、沈下に留意
ﾄﾚﾝﾁ暗渠による地下水の自然流下、補助工法の必要性大

ﾏｲｸﾛﾊﾞﾌﾞﾙ等の消泡しにくいｴｱを地盤に注入して不飽和化

砕石ﾊﾟｲﾙを造成して水圧の上昇抑制、他工法との併用が多い

地中構造物の周辺埋戻しに礫・砕石を利用、浮上り防止策
杭・矢板側面に排水部材を設けて水圧上昇を抑制、変形抑制も

剛性の高い連続壁を構築してせん断変形を抑制、確実だが高い
地盤の流動を抑制して変状を防止。既設物周辺の改良に適用

液状化しても構造物が安定するよう杭の本数や断面を増強
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改
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生
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造
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原 理 方 法 特 徴工 法

※液状化対策工法設計・施工マニュアル（案）・浦安市液状化対策委員会資料を参考に再構成

また、各工法説明資料については、各民間企業・浦安市液状化対策委員会資料を転載させていただいております。



工法選定の流れ

2次選定：宅地での改良が可能

更地でのみ改良可能

1次選定：地域特性（振動・騒音規制、粉塵の発生等）を考慮した工法である

工法選定より除外する

NOYES

適用区分ごとの工法
選定を行う

NOYES

現地条件を考慮した工法を適用区分ごとに選定

更地・宅地で改良可能（一体整備）



液
状
化
対
策
工
法

サンドコンパクションパイル工法 動的締固め
静的締固め

振動棒工法
重錘落下締固め工法
バイブロフローテーション工法
圧入締固め工法（コンパクショングラウチング工法等）
バイブロタンパー工法
転圧工法
発破工法
群杭工法
生石灰杭工法
プレローディング工法

深層混合処理工法
表層安定処理工法
薬液注入工法
事前混合処理工法
高圧噴射攪拌工法

置換工法

ディープウェル工法
排水溝工法

不飽和化工法

グラベルドレーン工法

周辺巻立てドレーン工法
排水機能付き鋼材

連続地中壁
シートパイル締切工法

杭基礎

密度増大工法

固結工法

置換工法

地下水位低下工法

空気注入工法

間隙水圧消散工法

せん断変形抑制工法

堅固な地盤による支持

密度の増大

固結

粒度の改良

飽和度低下

間隙水圧抑制・消散

せん断変形抑制・
過剰間隙水圧遮断

構造的対策

基準値以上の振動・騒音の発生

基準値以上の振動・騒音の発生
基準値以上の振動の発生
基準値以上の振動の発生

基準値以上の振動の発生

基準値以上の振動・騒音の発生

粉塵の発生
盛土後圧密するまで時間を要し、その間上部土地利用ができない
ため

液状化対策で有効となる砕石で置換する場合、圧密沈下が懸念
される
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1次選定



液
状
化
対
策
工
法

サンドコンパクションパイル工法
静的締固め

圧入締固め工法（コンパクショングラウチング工法等）

転圧工法

群杭工法

深層混合処理工法
表層安定処理工法
薬液注入工法
事前混合処理工法
高圧噴射攪拌工法

ディープウェル工法
排水溝工法

不飽和化工法

グラベルドレーン工法

周辺巻立てドレーン工法
排水機能付き鋼材

連続地中壁
シートパイル締切工法

杭基礎

密度増大工法

固結工法

置換工法

地下水位低下工法

空気注入工法

間隙水圧消散工法

せん断変形抑制工法

堅固な地盤による支持

密度の増大

固結

粒度の改良

飽和度低下

間隙水圧抑制・消散

せん断変形抑制・
過剰間隙水圧遮断

構造的対策

ﾏﾝﾎｰﾙ等の浮上り対策として利用されている工法
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2次選定（更地の場合）



液
状
化
対
策
工
法

サンドコンパクションパイル工法
静的締固め

圧入締固め工法（コンパクショングラウチング工法等）

転圧工法

群杭工法

深層混合処理工法
表層安定処理工法
薬液注入工法
事前混合処理工法
高圧噴射攪拌工法

ディープウェル工法
排水溝工法

不飽和化工法

グラベルドレーン工法

周辺巻立てドレーン工法
排水機能付き鋼材

連続地中壁
シートパイル締切工法

杭基礎

密度増大工法

固結工法

置換工法

地下水位低下工法

空気注入工法

間隙水圧消散工法

せん断変形抑制工法

堅固な地盤による支持

密度の増大

固結

粒度の改良

飽和度低下

間隙水圧抑制・消散

せん断変形抑制・
過剰間隙水圧遮断

構造的対策

施工機械幅約5.5ｍ、施工機械上空制限約20ｍ

更地の場合でないと盛土及び転圧ができない

住宅の下に杭を打設する工法となるため宅地には適さない

新規埋立のみ可のため住宅地には適さない

ﾏﾝﾎｰﾙ等の浮上り対策として利用されている工法

施工機械幅約7ｍのため宅地に設置することができない

住宅の下に杭を打設する工法となるため宅地には適さない
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2次選定（宅地の場合）



2.施工法

改良原理による分類： 密度の増大 改良工法：

既設・新設： 既設・新設問わず 適用区分： 更地

3.設計/施工上の留意点

・従来工法の締固め工法と比較し振動騒音を低減でき、周辺環境

への影響が少ない。

・地盤に砂を圧入するので、周辺地盤変位が大きい。

・埋設物・地中障害物・ガラ等がある場合は適用が難しい。

・上空制限として20ｍ程度必要となる。

4.概略工費

7,000～8,000円/ｍ

1.工法概要

ケーシングパイプ先端に特殊ヘッドを装備し、回転駆動と

押し込み装置により貫入することで、振動機（バイブロハン

マー）を用いずに静的な圧入を可能とした静的締固め工法

である。

締固め効果は従来の動的締固めのサンドコンパクション

工法と同等である。

[特徴]

・静的締固めであるので、動的締固めと比較し低振動・低騒音

である。

・砂地盤から有機質土まで様々な地盤に適用可能

・砂の他に砕石、スラグの使用が可能

・サンドドレーンとの複合パイルの造成も可能

サンドコンパクションパイル工法(静的締固)



2.施工法

改良原理による分類： 密度の増大 改良工法：

既設・新設： 既設・新設問わず 適用区分： 更地・宅地

3.設計/施工上の留意点

・一般的な締固め工法と比較し振動騒音を低減でき、周辺環境

への影響が少ない。

・既設構造物近傍での施工においては地盤変位・隆起について

管理が必要。

4.概略工費

10,000～15,000円/ｍ3

1.工法概要

コンパクショングラウチング工法は、極めて流動性の低い

モルタルを地盤中に静的圧入して固結体を造成し、この固

結体による締固め効果で周辺地盤を圧縮強化する工法で

ある。設備が非常にコンパクトで狭隘な空間でも施工可能。

建築物の計画的な沈下修正にも、多くの施工実績がある。

[特徴]

・静的圧入により無振動、低騒音で地盤を締固めることが可能。

・小型機械の使用により、上空制限のある場所や、既設構造物

の内部等の狭い空間でも施工が可能。

・外径約70mmのロッドにより施工するので、対象地盤上部に

硬い地盤が存在しても施工が可能。

・注入量を変えることにより、土層ごとの改良率の変更が可能。

・沈下あるいは傾斜した構造物の計画的修正が可能。

・全面改良が必要な工法である。

圧入締固め工法(ｺﾝﾊﾟｸｼｮﾝｸﾞﾗｳﾁﾝｸﾞ工法)



2.施工法

改良原理による分類： 密度の増大 改良工法： 転圧工法

既設・新設： 新設地盤のみ 適用区分： 更地

3.設計/施工上の留意点 4.概略工費

1.工法概要

ローラなどの現場の締固め機械や室内締固め試験のランマなどで土
を締固めると、土は圧縮され密な状態へと移行する工法である。

・薄層で丁寧に敷ならしを行えば均一でよく締まった盛土を施工する
ことができ、締固める際に有効である。

4,200円/ｍ3



2.施工法

改良原理による分類： 密度の増大 改良工法： 群杭工法

既設・新設： 既設・新設問わず 適用区分： 更地

3.設計/施工上の留意点 4.概略工費

1.工法概要

[特徴]

アースオーガーで地盤を掘削し、オーガー先端から注入したセメントミ
ルクと掘削土を混合攪拌した、オーガーを抜き、節杭を建て込む。節杭
の径は440-300（節部径-軸部径）、500-400、600-450、650-
500など。

杭基礎であり鉛直・水平支持力を確保するために使うのが基本であ
る。摩擦杭として使用した場合でも、阪神・淡路大震災、鳥取県西
部地震、東日本大震災においても液状化地域で建物には被害が見
られなかった。

・多数の杭を打設しても各杭からの伝達応力が重なり合って杭先端
における応力が増大するため、必ずしもそれぞれの杭の支持力の合
計を発揮しないことがある。

・杭代＋工事費
8,000円/ｍ（φ440-300）



2.施工法

改良原理による分類： 固結 改良工法：
小型機械深層混合処理工法

(スマートコラム工法等)

既設・新設： 既設・新設問わず 適用区分： 更地・宅地

3.設計/施工上の留意点 4.概略工費

1.工法概要

[特徴]

TOFT工法は、液状化対象地盤を囲むように、改良径Φ1000mmのソ
イルセメント改良杭を柱列状に配置し、格子状の改良壁を造成する工
法である。自走可能なクローラ―タイプのベースマシンに単～複数軸
の掘削・攪拌ロッドを装備し、セメントスラリーを吐出しながら掘削・攪
拌することで、原地盤に柱状地盤改良を施す。改良品質については
実績も豊富で信頼性が高い。

・従来の大型機では施工困難であった狭
隘な施工スペースにおいても、従来と変わ
らぬ品質で、深層混合処理工法の施工が
可能である。
・施工機が小型であるため、搬入出時の車
両の大きさや組立・解体スペースにおいて
も有利となる。また、現在、更に小型の施
工機械を開発中である。
・格子状改良工法を用いた場合は施工ボ
リュームが小さい。

・改良長は基本的には液状化層厚とし、格子間隔は改良長の0.5～
0.8倍に設定する。また、格子状改良壁の設計上の有効壁厚は
0.8mを基本とする。これらを超える条件が要求される場合には、
別途詳細検討が必要となる。
・施工ヤードは50坪程度の住宅地（更地）や、幅員4m以上の道路
（単軸機）であれば対応可能であり、上空制限がある場合には機
械の改造等が必要となる。また既設住宅地への適用に対しては、
別途検討を要する。

施工フロー

単軸機 単軸用
特殊攪拌翼

２軸機

・標準施工能力：80～130m3/日
・概算標準工事費：5,000～6,000円/m3



2.施工法

改良原理による分類： 固結 改良工法：

既設・新設： 既設・新設問わず 適用区分： 更地・宅地

3.設計/施工上の留意点

・低振動・低騒音・低変位工法であり周辺環境への影響が少な
い。

・従来工法と比較し品質(強度)のばらつきが少ない。

・埋設物・地中障害物・ガラ等がある場合は適用が難しい。

・上空制限とし10ｍ程度必要となる。

4.概略工費

3,000～5,000円/ｍ3

1.工法概要

[特徴]

・攪拌効率の高い揺動式攪拌翼を有する。

・施工機械が小型なので、機動性に優れ、狭隘な箇所での施
工や傾斜地への搬入及び施工が可能

・深度・瞬時流量・積算流量・回転数・積算回転数・傾斜角度
等をリアルタイムに施工管理できる。

・大型三点式機械に比べ振動騒音抑制効果が高い。

・スラリーを低圧注入しながら縦攪拌させることから，周辺

地盤に与える変位は小さい。

・格子状改良工法を用いた場合は施工ボリュームが小さい。

表層安定処理(WILL工法等)

WILL工法は、バックホウタイプベースマシンの先端に取り付けた特
殊な攪拌翼よりスラリー状の固化材や改良材を注入しながら、固化
材と原位置土を強制的に攪拌混合し、安定した改良体を形成する
工法である。軟弱な粘性土地盤はもとより、N値30を超える締まった
砂質土地盤・砂礫地盤にも対応可能な方法で
ベースマシンの選定により、改良深さ10mまで施工可能。



2.施工法

改良原理による分類： 固結 改良工法：

既設・新設： 既設・新設問わず 適用区分： 更地・宅地

3.設計/施工上の留意点

・細粒分含有率Fcが40%を超える地盤や地下水の流れが

ある地盤については不適である。

・薬液の固化に影響を与える貝殻混じり地盤や薬液の逸走が

懸念される礫地盤は留意する必要がある。

・透水係数の低い粘土混じり砂地盤や粘性土が互層状にある

地盤は留意する必要がある。

4.概略工費

20,000～30,000円/ｍ3(（曲線削孔併用時は別途考慮))

1.工法概要

薬液注入工法は、長期耐久性を有する恒久型薬液を低圧で

注入地盤強度を高める工法である。

直接削孔と曲線削孔(グランドフレックスモール工等)を併用

することで既設構造物直下の改良も可能である。

[特徴]

・施工ヤードの占有面積が小さく狭隘な場所での施工が可能。

・注入圧力が低いため地盤の隆起・変位が殆どない。

・低振動・低騒音で周辺影響が少ない工法である。

・全面改良が必要な工法である。

薬液注入工法



改良原理による分類： 固結 改良工法：

既設・新設： 新設地盤のみ 適用区分： 更地・宅地

3.設計/施工上の留意点

・水質への影響など環境問題に配慮する必要がある。

・新規の埋立地盤や掘削・置換え地盤に適用が限定される。

・使用する土砂の種類による改良効果の差と強度発現にばらつ
きがある。

4.概略工費

2,500円/ｍ3

1.工法概要

[特徴]

事前混合処理工法

土砂にセメント等の安定材と分離防止剤を事前に添加・混合し、新
材料に処理した後、所定の場所に運搬・投入してそのまま安定した
地盤を造成する工法。

・裏埋土・浚渫土砂のリサイクル・再利用が図れる。
・振動・締固め工法と比較して騒音・振動が小さい。
・処理地盤の強度をある範囲内で任意に設定できる。

2.施工法



2.施工法

改良原理による分類： 固結 改良工法：
小型機械高圧噴射攪拌工法

(エコタイト工法等)

既設・新設： 新設・既設問わず 適用区分： 更地・宅地

3.設計/施工上の留意点

・改良強度 qu＝0.1MN/㎡～3MN/㎡

・施工ヤード 民家間の離隔 1m

・プラント面積 定置プラント100㎡、車上プラント可

・離隔10mでの騒音 65dB程度 ＜プラント配置 100㎡＞

・離隔10mでの振動 35dB程度

・施工時の鉛直水平変位 なし

4.概略工費

＜概算工事費＞

・施工条件 液状化層3m改良の場合 35,000円/ｍ3～39,000円/ｍ3

＜改良体 φ2.5m×2本＞ ＜施工機＞

1.工法概要

・ スラリー状にしたセメント系固化材を高圧で噴射しながら特
殊なロッドを回転、引上げることにより原位置土とセメント系固
化材を攪拌混合し、地盤中に円柱状の改良体（ソイルセメント
柱）を造成する工法。

・ 改良体の改良径、改良強度は、対象となる地盤に左右され
ること無く任意に設定することが出来る。（液状化するおそれ
がある緩い砂質土層では直径0.5m～3.5mまでの改良体を造
成することができます。）

《特徴》

・人力で移動可能な小型機械で施工するため、狭隘地でも作
業帯が1mあれば施工可能。（補助クレーンが不要）

・施工中の振動・騒音が小さいことから、居住者の日常の生活
を妨げることなく居ながら施工が可能。

・改良体の直径と強度を任意に設定出来るため、必要改良範
囲を確実に改良できる。

・格子状改良工法を用いた場合は施工ボリュームが小さい。



2.施工法

改良原理による分類： 飽和度低下 改良工法：

既設・新設： 既設・新設問わず 適用区分： 更地・宅地

3.設計/施工上の留意点

・設置費の他にランニングコスト(ポンプ電力・メンテナンス等)

が生じる。

・揚水の性状および放流基準により処理機械(ph・濁度他)の

必要がある。

・地下水を低下させることにより圧密沈下が懸念される。

4.概略工費

750,000～1,000,000円/本(下水処理費・ランニングコスト別途）

1.工法概要

ディープウェル工法は、直径30～40cmの深井戸を浸透層に

掘削してストレーナーを設置し、揚水により地下水位を低下

させる工法である。自然地下水位低下、被圧水の減圧等に

適していて、深い掘削工事の排水工法や地下水位低下工法

として広く用いられている。

[特徴]
・ウェルポイント工法とは異なり少ない井戸で大規模な排水
が可能
・地下水位低下、被圧水の減圧、軟弱地盤の改良等に広く
用いられている。
・バキュームポンプを併用することによりさらに効果的な
水位低下が可能。

地下水位低下工法（ディープウエル工法）



2.施工法

改良原理による分類： 飽和度低下 改良工法：

既設・新設： 既設・新設問わず 適用区分： 更地・宅地

3.設計/施工上の留意点 4.概略工費

60坪当り200～300万円（下水処理費別途）

1.工法概要

[特徴]

排水溝工法

建物周囲に溝を掘ってクラッシャラン（小砂利）を入れ、ネトロンパイ
プなどの有孔管を、生杉葉などの疎水材に包んで地中に設置し、排
水性の高い砕石で埋め戻す工法である。

傾斜地などで敷地に高低差があるか、敷地に排水可能な場所があ
ることが条件。

・他工法に比べ安価である。
・H19年新潟県中越沖地震において本工法が採用されている。

・勾配に留意し施工する必要がある。
・地下水を低下させることにより圧密沈下が懸念される。



2.施工法

改良原理による分類： 飽和度低下 改良工法：

既設・新設： 既設・新設問わず 適用区分： 更地・宅地

3.設計/施工上の留意点

・地下水流の大きな地盤などでは注意が必要である。

・不飽和化による液状化強度の増加は1.5倍程度であるため、原
地盤のFL値を確認する必要がある。

4.概略工費

5,000円/ｍ3

1.工法概要

[特徴]

不飽和化工法（エアデス工法）

地盤内に空気を注入する極めて簡単な作業により液状化対策を行
う工法です。注入した気泡がまんべんなく土中に5～10％程度含ま
れるだけで、地盤の基本的な性質（強度、透水性、地震時の振動特
性など）をほとんど変えずに液状化抵抗だけが増加します。

・注入材料として大気中の空気を使用するので、施工に伴う環境負
荷を軽減することができます。

・材料調合などのプラントを設ける必要がなく、設備設置用スペース
が十分取れない狭隘な箇所でも施工が可能である。
・全面改良が必要な工法である。



2.施工法

改良原理による分類： 間隙水圧抑制・消散 改良工法：

既設・新設： 既設・新設問わず 適用区分： 更地・宅地

3.設計/施工上の留意点

・低振動・低騒音であり、変位も少ない工法であるため周辺環境
への影響が少ない。

・埋設物・地中障害物・ガラ等がある場合は適用が難しい。

・地震時にある程度の沈下が生じる可能性がある。

・宅地の外周を施工するため間隙水圧消散効果に限界がある。

4.概略工費

30,000～50,000円/ｍ2

1.工法概要

[特徴]

柱状ドレーン工法(グラベルドレーン工法)

砂地盤中に砕石の杭を造成することによって、地震発生時の間隙水
圧を消散させ、液状化を防止すると同時に締固め機能によって地盤
強度を増加させる工法である。

・施工機械の小型化により狭隘は場所での施工が可能。
・単粒砕石を用いるため、地震時の水圧による目詰りが生じない。
・低振動・低騒音で周辺影響が少ない工法である。



2.施工法

改良原理による分類： 間隙水圧抑制・消散 改良工法：

既設・新設： 既設・新設問わず 適用区分： 更地・宅地

3.設計/施工上の留意点

・排水機能付き鋼矢板と通常の鋼矢板の使い分けを考慮する必
要がある。

4.概略工費

60坪当り2,250～3,000万円

1.工法概要

[特徴]

排水機能付き鋼材

排水機能を持たせた杭材は、地震時における周辺地盤の過剰間隙
水圧を早期に消散させ、液状化を抑止します。

また、剛性をもつ杭材を圧入していくことで連続した地下壁が完成す
るので、水平方向に移動する液状化層（側方流動）に対して強力に
対抗できます。

・排水部内が中空であるため、過剰間隙水圧逸散性能に優れる。

・地震時、強度・剛性をもつ鋼材が地盤の液状化を防止し、拘束す
るので地盤の変状防止に有効



2.施工法

改良原理による分類：
せん断変形抑制・

過剰間隙水圧遮断
改良工法：

既設・新設： 既設・新設問わず 適用区分： 更地

3.設計/施工上の留意点 4.概略工費

60坪当り約2,250万円

1.工法概要

[特徴]

連続地中壁(TRD工法)

作業の安定性・操作性に優れ、狭隘地や建物近接の現場でも施工
が容易な軸式柱杭工法機である。

・止水性の高い壁を造成することができる。
・任意な間隔で芯材の設置が可能である。
・深さ方向にばらつきが少ない均質な壁を造成することができる。

・低振動・低騒音であり、変位も少ない工法であるため周辺環境へ
の影響が少ない。

・埋設物・地中障害物・ガラ等がある場合は適用が難しい。



2.施工法

改良原理による分類：
せん断変形抑制・

過剰間隙水圧遮断
改良工法：

既設・新設： 既設・新設問わず 適用区分： 更地・宅地

3.設計/施工上の留意点

・非液状化層まで鋼矢板を打ち込む設計法しか存在しない。ただ
し、短尺の鋼矢板であっても効果ありとの報告もある。

4.概略工費

60坪当り約1,500万円

1.工法概要

[特徴]

シートパイル締切工法

対象とする構造物や建築物を鋼矢板で締切ることより液状化を抑止
する。

・鋼材を嵌合打設するだけで耐震対策が可能。

・既設構造物の周辺に対策工を施すため、構造物の機能を損なうこ
となく施工を行うことが可能。

・排水機能付き鋼材よりも深く鋼矢板を打設するため、剛性の大きい
部材が必要となる。



2.施工法

改良原理による分類： 構造的対策 改良工法：

既設・新設： 既設・新設問わず 適用区分： 更地

3.設計/施工上の留意点 4.概略工費

60坪当り約1,700万円（杭長30ｍ 15本）

1.工法概要

[特徴]

杭基礎

液状化が発生しても構造物に大きな応力・変形が発生しないように
堅固な地盤に支持させる。

・液状化の発生は許容するが構造物の支持性能を喪失させない

・住宅建替え時にあわせて対策を実施するため、それぞれの事情に
応じて、より安価で効果の高い対策を講じることが可能である。

・液状化層以深の非液状化層の地耐力を十分検討する必要がる。



更地でのみ改良可能工法一覧



更地・宅地で改良可能工法一覧1



更地・宅地で改良可能工法一覧2



家屋の修復工法

家屋の修復工法は公

共施設との一体整備

とならないため全額

住民負担となる

習志野市被災住宅地公民協働型復興検討
会議報告書



家屋の修復工法

平成23年度浦安市液状化対策技術検討調査報告書



家屋の再建費用試算

習志野市被災住宅地公民協働型復興検討
会議報告書

個人負担について

は最大でも未対策

時の被害補修費の

自己負担額以下と

する必要がある。

（浦安市では200

万円としている）



５.液状化対策の動向



国土交通省助成による研究開発

５.液状化対策の動向



国土交通省助成による研究開発

５.液状化対策の動向

研究されている工法は

・地下水位低下工法

・高圧噴射攪拌工法

・空気注入工法



その他動向

５.液状化対策の動向

地下水位低下工法

浦安市において地下水位低

下工法を用いた場合の効果

検証を実施

解析結果で20cm以上の沈下

量を算出

実証実験は進行中であるが

住戸の傾斜を防ぐことは避

けられない

高圧噴射・深層混合

浦安市において高圧噴射・

深層混合処理の改良型を用

いた場合の効果検証を実施

解析結果の1案として改良

型の安全性は確認された

実証実験は国土技術政策総

合研究所にて進行中



その他動向

５.液状化対策の動向

ドレーン工法

国土技術政策総合研究所に

おいてドレーンパイプを用

いた場合の効果範囲の計測

を実施



補足資料



補足資料

地下水位



地質状況（震災前後の粒度分布変化）

No.3（震災前） No.4（震災前）

No.3
No.4

補足資料



地質状況（震災前後の粒度分布変化）

11B-1（震災後） 12B-1（震災後）

11B-1(2m) 12B-1(1m)

補足資料



非液状化層厚H1と液状化層厚H2の関係

補足資料



補足資料

液状化被害判定と対象地震



騒音・振動規制値

補足資料

埼玉県HP



３.南栗橋地区の特徴把握

宅地部は地下水位低下と格

子状改良が有力

地下水位低下は地盤沈下が

懸念

他の地域の状況と久喜市との違い

浦安市

地下水位低下工法で広域で

の実証実験予定（65ｍ×90

ｍでは実験済み）

潮来市

久喜市に比べ、砂層が厚く

（GL-20ｍ以上）堆積して

おり、一部粘性土を介在す

るが薄いため、地下水位低

下による圧密沈下量が一定

久喜市に比べ、砂層が厚く

（GL-13ｍ程度）堆積して

いる。


